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鎌倉市スマートシティ推進参与
⽇下 光

2022年11⽉8⽇

誰⼀⼈取り残されないデジタル社会の実現の鍵を握る、
マイナンバーカードの普及と利活⽤推進について
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デジタル社会の最重要ツール、マイナンバー制度について理解する
マイナンバー（個⼈番号）
n ⽇本国内の全住⺠に（強制的に）割り当てられた、12桁の⼀意の番号
n 番号法により、「税」「社会保障」「災害対策」の分野に限り、法令で定められた⽬的における⼿続き（個⼈番号利⽤事務・個⼈番号関係事務）
に限って利⽤することができる。

n 番号法で、取得、利⽤、提供、保管、安全管理に厳しい規制がある。定められた利⽤主体、利⽤範囲においてのみ使われる。
情報が⼀元管理できない仕組みとなっており、例外を除き、名寄せも禁⽌。

n 基本的に、⾏政機関や地⽅公共団体における⼿続き簡素化や業務効率化のために⽤いられる番号（識別⼦）であり、⺠間事業者が何かに活
⽤できるものではない。

マイナンバー通知カード
n かつて個⼈番号を住⺠に通知するために郵送された紙製のカード。令和2年5⽉25⽇より新規および再発⾏は廃⽌。
n 個⼈番号の他、基本4情報が印字されており、住所等に変更がない限り、個⼈番号を証明する書類として使⽤できた。
n 顔写真が無く、そもそも本⼈確認の書類としては利⽤できない。
n 今後、個⼈番号を証明するには、マイナンバーカード、もしくは住⺠票（or記載事項証明書）が必要となる。

マイナンバーカード
n 個⼈が申請することで、基礎⾃治体が厳格な本⼈確認を⾏った上で発⾏する、顔写真付きの⾝分証明書兼ICカード。
n 基本4情報を含む本⼈確認と、個⼈番号の証明を同時に⾏える唯⼀の⾝分証明書。
n 電⼦証明書をICチップ内に搭載することが可能であり、対⾯だけでなく、オンラインでも本⼈確認ができる、⽇本で唯⼀の政府発⾏による本⼈確認
トラストアンカーである。

n 官⺠問わず、個⼈番号の利⽤範囲とは関係なく、本⼈確認の⼿段として幅広く活⽤することが可能。
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データから⾒るマイナンバーカードの今
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l 全国のマイナンバーカード交付率は51％(2022年10⽉末現在) → 運転免許証は全国約66% 
l 47都道府県中7都府県は全国平均を2%以上上回る交付率→ 神奈川県は52.2%(9⽉末現在)
l 鎌倉市は53.3%(県内の⼈⼝10万⼈以上の⾃治体でNo.1︓9⽉末現在)

参考︓https://mynumbercard.code4japan.org/

l 全国平均より⼤幅に低い普及率⽔準
l 15歳未満は、署名⽤電⼦証明書の発⾏がされない。
l ほとんどの場合、親が代理⼈として⼿続きを済ますため、マイナンバーカードがなくても

保険証などで代⽤できてしまう。

l 署名⽤電⼦証明書が発⾏できる15歳以上から19歳までの交付率は全国平均以下
だが、男⼥差はない(親による取得申請︖)

l 成⼈年齢が 18歳からとなったことで、公的⾝分証明書が必要に

l 20~39歳までは、男⼥別で⾒る普及率が最⼤6%以上と⼤幅に男⼥別の交付率
の乖離が⾒られる

l ⼦育て世帯の場合、妻は⼦の分の申請までは同時申請できるが、夫の来庁、カード
取得が同時にできないことも要因︖→ 申請ベースでどれくらいギャップがあるか分析す
ると、申請はしているが受け取りにこれていないことが原因。など分析可能か︖

l 労働⼈⼝的にも、経済活動的にも活発な40~54歳までが全国平均よりやや低い

l 全国平均よりも3%以上男⼥計の普及率が⾼い世代
l 男⼥の普及率平均が20~39歳のセグメントとは逆転し、男性の普及率のほうが最

⼤6%⾼い → 免許返納世代との相関関係がある︖
l 65~75歳のいわゆるアクティブシニア層もここに含まれる
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マイナンバーカードはデジタル社会の「カギ」「ハンコ」「⾝分証」の3役
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①カギ＝電⼦認証
セキュリティ＆機密保持

②ハンコ＝電⼦署名
信頼性＆真正性の担保

③⾝分証＝本⼈確認
デジタル上で確実に本⼈であることを担保

l これまでの対⾯のみを前提としたデジタル社会では当たり前だった、「信頼性の担保」はデジタル社会ではマイナンバーカードで担うことができる。
l アナログな⼿続きよりも、信頼ある記録(ログ)が残すことが可能であればマイナンバーカードを使ったデジタルサービスのほうが市⺠にとっても⾃治体にとっても安

⼼、安全
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マイナンバーカードの安全性

出所︓総務省公表資料
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マイナンバーカードICチップに搭載されている情報
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マイナンバーカードによるオンライン本⼈確認の仕組み（概要）

l マイナンバーカード⾃体は、市区町村の窓⼝で対⾯によって厳格な本⼈確認がなされた住⺠に対して、発⾏される。（IAL=3の⾝元確認）

l マイナンバーカードに設定されているPINコード（知識）と、秘密鍵（所持）から計算される署名データ、そしてそれらを検証するための電⼦証明書をセットにして送信することで、「耐タンパー性のあるHW」と
「暗号プロトコル」による「多要素認証」が⾏われる。（AAL=3の当⼈認証）

l マイナンバーカードは、それ単体でIAL=３かるAAL=3、すなわち保証レベル３（最⾼位）による本⼈確認をオンラインで実施することができる。

l 署名⽤電⼦証明書には、対象者の基本4情報が記載されており、これらを読み取ることで事業者は確実な個⼈情報を取得することができる。（電⼦証明書には、認証局の電⼦署名が含まれている）

l 電⼦証明書の発⾏者である地⽅公共団体情報システム機構（J-LIS）は、住基ネットの情報に基づき、電⼦証明書の有効性を返答する。
（J-LISは電⼦証明書の現在時点での失効情報をYes/Noだけで返答し、失効の理由や、最新の基本4情報を返答するわけではない。）
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地⽅公共団体
情報システム機構

事業者（署名検証者）

申込データ

署名データ

署名⽤電⼦証明書
（基本4情報を含む）

PINコード

署名検証

① 申込データと、
電⼦証明書⽤PINコードを
マイナンバーカードへ送信

② 署名データと
電⼦証明書を取得

失効情報確認

③ 申込データ、署名データ、電⼦証明書
から署名を検証(検算)する

④ J-LISに対して、電⼦証明書の
有効性(失効情報)を確認する

インターネット

申込者 認証局

署名計算

住基ネット
秘密鍵
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マイナンバーカードの機能のスマートフォン搭載等に関する検討会

7
※マイナンバーカードの機能のスマートフォン搭載等に関する検討会（第1回）https://www.soumu.go.jp/main_content/000716654.pdf

政府検討会では、「政府による公的な電⼦証明書のスマホ搭載」と
「マイナンバーカードと紐付けられた、⺠間が発⾏する電⼦証明書の活⽤」の

2つの検討の⽅向性のうち、スマホ搭載について検討の⽅向性がまとまり、スマホ搭載JPKIが提供される

2023年5⽉11⽇からAndroid端末のみ提供開始予定

https://www.soumu.go.jp/main_content/000716654.pdf
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マイナンバーカード機能(JPKI)のスマートフォン搭載について
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l 2023年5⽉11⽇からAndroid端末のみ対応開始予定(iOSについては対応スケジュール未定)

l マイナポータルアプリをインストールし、マイナンバーカードを読み取って署名⽤電⼦証明書で本⼈確認することで、スマホ内に、スマホ⽤JPKIの証明書を別途発⾏

l以降は、マイナポータルアプリのみで、マイナンバーカードの公的個⼈認証機能と同等の機能を利⽤可能に

マイナンバーカードの機能のスマートフォン搭載等に関する検討会」第2次とりまとめの公表
https://www.soumu.go.jp/main_content/000809835.pdf
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誰⼀⼈取り残されないデジタル社会の実現のための⺠間IDとの連携・利活⽤促進
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l マイナンバーカード機能のスマホ搭載と同時に、検討が進められているのが、“公的個⼈認証と紐付けられた⺠間電⼦証明書(⺠間ID)”の利活⽤促進

l⺠間領域における公的個⼈認証の利活⽤において重要であり、また誰もがマイナンバーカードの恩恵を受けられる利便性の⾼いサービスの実現においても官
⺠共創で取り組むべき重要領域
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マイナンバーカードやデジタルIDなどのトラストを担保する仕組みの役割
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l 従来、⺠間企業が発⾏するID(アカウント)は、あくまで⾃社サービスにおける顧客管理をし、顧客の囲い込みをするためのツール
l ⼀⼈の⾃然⼈が複数アカウントを同時に持てる従来の⺠間発⾏のID(アカウント)の場合、なりすましや⼆重申請などが許されない分野での理由には不向き
l 官⺠共創での社会のデジタルトランスフォーメーションが求められる中、特定のサービスへ誘導するための囲い込みツールではなく、分野横断的、事業者横

断で中⽴的に利⽤できるIDの存在は必要不可⽋
l 特に、⺠間では⾦融・保険・医療などの分野、また、⾃治体DXにおいても住⺠に提供する様々なデジタルサービスでは今後、マイナンバーカードによって本⼈

性の担保された利便性の⾼いIDによる認証は重要
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⾃治体DXの実現に、安全で便利なデジタルIDが必要な理由
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市⺠向けデジタル⾏政サービスをもっと便利に
これまでの市⺠向け⾏政サービスは、デジタル上での提供を前提として設計されておらず、デジタルIDがなくても役所の窓⼝を接点として、
サービスの提供ができていました。 しかし、あらゆる⺠間のオンラインサービスにアカウント(ID)があるように、⾏政サービスをデジタル化する上
ではデジタルIDの存在は⽋かせません。 マイナンバーカードと連携することで、”市⺠に提供されるべきデジタルサービスがきちんと市⺠の⼿
に届く。” を実現できます。

官⺠共創・⺠間サービスとの連携
年に数回しか使わない⾏政サービスもある中、⾏政サービスだけでしかIDでは、市⺠にとっての利便性は⼗分ではありません。また、従来の
ように市独⾃のサービスを導⼊するだけでなく、様々な⺠間のサービス(SaaSなど)の活⽤も今後のデジタル⾏政には⽋かせません。官⺠双
⽅で利⽤可能なデジタルIDがあることで、市⺠にとっての利便性は上がります。

市⺠⼀⼈ひとりに向き合うデジタル化・パーソナライズ
デジタルを活⽤することで、全体最適なサービスの提供だけでなく、住⺠⼀⼈ひとりに合わせたパーソナライズが可能になる。例えば、⾃治
体ポータルやウェブサイト上でも、住⺠⼀⼈ひとりに最適化された情報を出せるようになることで、その住⺠にとって重要な情報や⼿続きのみ
を即時に知らせることができる。これらを実現する際には、デジタル上で住⺠の認証をし、「その⼈が誰で」「何を求めている⼈か︖」を認識す
る必要がある。⼀般的なWebサービスでは当たり前なことが、⾏政サービスでもデジタルIDを活⽤することで可能になる。
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市域を超えた
連携が困難

ものによるが
独⾃開発

個別開発
コストが⽣じる

2段階認証もあるが乗っ
取り等あり

サービスごとに
ID連携が必要

l ⼀般的な企業が提供するIDとは本来、企業が顧客の囲い込みや利益誘導のために利⽤する重要な資産である“顧客”の管理⼿法です。
l ⾃治体が利⽤する⺠間IDはIDサービスとして独⽴し、広告やその他サービスでの収益に誘導する必要がなく、取得した情報をその他サービス・事業に活⽤

する必要のないものが望ましい。プラットフォーマー主導のIDの多くは、独⽴してIDサービスのみを提供することを可能としていません。
l また、⼀⼈の⼈物が複数のIDを作成できる場合、なりすましや⼆重申請など不正のリスクもある。ユーザーの⼀意性を担保しつつ、プライバシーを保護でき

る仕組みが、住⺠に安⼼してデジタルIDを利⽤してもらうためには必要

12

参考︓⾃治体が提供する住⺠サービス上でのID⽐較表

サービスID

市の独⾃ID

情報が企業に
蓄積活⽤される恐れ

複数アカウントの作成が
可能

⽇常に浸透
している 無料が多い

ものによる ものによるものによる

⼀意性 セキュリティ プライバシー 市⺠利便性 データ連携 コスト

画像解析eKYC
（IDではなく

本⼈確認⼿段）

情報が企業に蓄積
される恐れ

技術進歩で画像が
偽造される懸念あり ー画像アップロード

等の⼿間 ものによる－
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57.6

42.2

0 10 20 30 40 50 60 70

取得する必要性が感じられないから

身分証明書になるものは他にあるから

個人情報の漏えいが心配だから

紛失や盗難が心配だから

申請手続が面倒だから

カードの保有枚数を増やしたくないから

自分の周りに持っている人がいないから

申請方法がわからないから

申請書がどこにあるかわからないから

その他

特にない

内閣府調査︓マイナンバーカードを取得しない理由は「必要性」を感じないが1位

13

n=886

(％)

• マイナンバーカードをさらに普及させるためには、ポイント付与による取得促進だけではなく、カード取得後の活⽤場⾯・
利便性を伝えていくことが必要。また、⾝分証明書としての利⽤以上の価値提⽰が⼤切

■マイナンバーカードを取得しない理由

マイナンバーカードの必要性、⾝分証明
書以上の活⽤⽅法が伝わっていない

内閣府「マイナンバー制度に関する世論調査（平成30年度）」
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マイナンバーカードの利活⽤サービス事例

14

⺠間 ⾏政

ATMを活⽤した給付⾦即時給付

⾃治体アプリの本⼈認証

参加型合意形成プラットフォーム

顔認証×デジタルID

オンライン投票

市⺠割サービス

防災、避難サービス

データ連携基盤での共通ID

⾏政⼿続きの電⼦申請

ふるさと納税ワンストップ特例申請

地域通貨アプリの本⼈認証

⼦育てアプリの本⼈認証

公共交通チケット

本⼈確認 多要素認証ログイン

電⼦署名 マイナンバー収集

c 郵送のデジタル化 電⼦図書館での本⼈認証

引っ越しワンストップサービス

デジタルギフトでの普及、利活⽤施策

ワクチンパスポート

web施設予約

⾦融機関⼝座の開設時の本⼈確認

暗号化されたマイナンバー収集業務

不動産売買契約の電⼦署名

保険⾦⽀払い時の本⼈確認

クレジットカードの⼊会申込時本⼈確認
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l公共施設・市区町村が運営しているスポーツ施設や⽂化施設など、⾃治体が運営する施設に対する予約受付を⾏うWebシステム
l従来は初回利⽤時に役所の窓⼝で本⼈確認が必要
lマイナンバーカードを利⽤することでオンライン上で施設の利⽤登録から予約まで可能に

スマホの⽣体認証を活⽤した
いつでも簡単に安全に利⽤ができる施設予約システム

①⾃治体の施設予約サイトにアクセスし、
マイナンバーカードやデジタルIDで本⼈認証 ②予約後、施設の利⽤が可能

施設予約 ︓窓⼝登録が不要︕オンライン施設予約

従来の課題 解決策

窓⼝業務の負担が多い、本⼈確認に⼿間が発⽣している

決済機能がなく⽀払いは対⾯

施設予約ページが分かりにくく、気軽に予約できない

電話での問い合わせが多く、管理画⾯が使いにくい
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l⾏政と市⺠を繋ぎ投票、アイデア募集などが可能なプラットフォームです。
l匿名での参加も可能ですが、マイナンバーカードを連携をした市⺠は匿名のユーザーよりも投票権、アイデアを尊重

参加型合意形成プラットフォーム ︓住⺠参加の新しい仕組み作り

従来の課題 解決策

住⺠参加の政策作りをよりセキュアに

マイナンバーカード認証を⾏うことで
l 本⼈性が担保される(住⺠認証)
l 複数アカウントの作成が困難

市⺠の意⾒を

取り⼊れずらい

匿名ユーザーからの

責任のない投稿

オンラインで
市⺠と議論する場がない

複数アカウントでの

登録が可能

アイデアを募る 議論をする 投票する 結果の確認中⽌、
継続の判断を⾏う

16
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l従来の地域通貨アプリは、“地域”で使われていることが担保、把握できる“通貨”
lマイナンバーカードを連携をすることで、正確な4情報（⽒名/性別/住所/⽣年⽉⽇）を取得し、住⺠が利⽤しているのか、市外在住利⽤者が多いのかを正

確に把握が可能
lそれにより“地域の⼈”が使っている”通貨”であるかどうか︖の計測や、関係⼈⼝による利⽤割合などの分析も可能に
lまた、地域通貨による給付事業への活⽤や、 別サービスからのポイント付与の際のデータ連携が実現可能に

地域通貨 ︓マイナンバーカードを活⽤したデジタル通貨の実現

①特定の住⺠に地域通貨、ポイントを配布
（マイナンバーカードで居住地確認がオンライン完結で可能）

00000000

00000000

②他サービスのポイントを地域通貨で利⽤可能に
（不正な重複利⽤も防⽌します）

マイナンバーカード所持者に給
付⾦を実⾏したい

地域を特定した
デジタル通貨の配布が困難

⼿軽に地域通貨を
スタートしたい

他サービスのポイントを
地域通貨で還元したい

例）健康ポイントを地域通貨で付与

地域通貨アプリ

⼀意性を担保

健康アプリ

従来の課題

マイナンバーカード普及促進による、地域に寄り添うデジタル通貨の実現

解決策

マイナンバーカード・
デジタルIDで
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l図書館に⾜を運ばずとも、お持ちのスマホやPCで電⼦書籍を無料で借りて読むことができるサービス
lマイナンバーカードと連携することで電⼦図書館初回利⽤時の住⺠登録がオンライン完結で実現

電⼦図書館 ︓完全オンライン完結の電⼦図書館

従来の課題 解決策

初回利⽤時に

窓⼝で申し込みが必要

図書カードの

発⾏が必要

職員の窓⼝対応

増加

利⽤したい時にすぐに

利⽤できない
マイナンバーカードで電⼦図書館サービスに

ログイン
すぐに電⼦図書館サービスが

利⽤可能に

いつでも、どこでも利⽤可能な電⼦図書館

18

※下記図はイメージになります。
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l異なる事業者間や⾃治体が保有する個⼈データを連携する場合必要となる個⼈認証基盤として、⾼いセキュリティ強度と利便性を兼ね備えたID認証サービス
を実現

データ連携基盤 ︓官⺠によるパーソナルデータ連携時の共通ID

従来の課題 解決策

事業者ごとに本⼈確認の
強度が異なる

事業者ごとに持つデータがそ
れぞれ同⼀個⼈のものか判

定するのが難しい

⺠間では利⽤者⽤電⼦証
明書の利⽤制限がある

官⺠連携の際、⺠間側で
のマイナンバーカード利⽤コ

ストが⾼い

⾏政
⼿続き

物流 防災 医療
福祉

⾦融 環境

データ連携基盤

19

※下記図はイメージになります。

データ連携基盤における共通ID
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l⾃治体及び⺠間事業者等に対する引越しに伴う⼿続を⼀括で⾏うことが可能となるよう、これらの⼿続の窓⼝となるオンラインサービスを提供
lマイナンバーカードを⺠間ID(⺠間電⼦証明書)と連携して活⽤することにより⺠間事業者への電⼦証明書（識別⼦）の連携がスムーズに

電⼦申請 ︓ワンスオンリーな引っ越し⼿続きの実現

従来の課題 解決策

ワンスオンリー住所変更の実現

ガス、電気、⽔道

モバイルキャリア

銀⾏（⾦融系）

郵便、配送

⾏政機関

マイナンバーカードを活⽤し、
ワンスオンリーで住所変更

事業者ごとに引っ越し

⼿続きが必要

利⽤者⽤電⼦証明書のシ
リアル番号が⺠間事業者で

は活⽤が難しい

事業者が多岐に渡り

⼿漏れが発⽣する

何度も同じ情報を

⼊⼒する必要がある
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マイナンバーカード・デジタルID活⽤で変える、⾃治体と住⺠の関わり⽅
マイナンバーカードやデジタルIDは業務効率化に留まらず、“⾃治体と住⺠の関係性を変えうる”もの

地⽅⾃治の本旨

団体⾃治 住⺠⾃治

住⺠個⼈に最適化された
ホームページ

関係性が蓄積され、利⽤するたびに良
いものになる。申請主義からの転換

選挙時以外での多様な
住⺠参加

個⼈の意⾒が市⺠の意⾒として受け
⼊れられる仕組み

転出者を含む「関係⼈⼝」
の参加

関係⼈⼝（ターゲット）を明確化。
関係性を継続する

地域に貢献した⼈が評価
される仕組み

関係性の変化の例⽰

地域貢献が可視化・評価され、他の
地域でも通⽤する

21
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マイナンバーカード・デジタルIDはデータと共に⽣きるデジタル社会のインフラ

22

あらゆるデータがつながることで、新しい価値創造やこれまで実現できなかった課題解決をすることができる、データと共に⽣きるデジタル社会。デジタルIDは個⼈情報
を守りながら活⽤するための信⽤コストを下げる重要なインフラです。


